
令和⼆年原⼦⼒規制委員会規則第⼗六号
⼯場等において⽤いた資材その他の物に含まれる
放射性物質の放射能濃度が放射線による障害の防
⽌のための措置を必要としないものであることの
確認等に関する規則

核原料物質、核燃料物質及び原⼦炉の規制に関する法律（昭和三⼗⼆年法律第百
六⼗六号）第六⼗⼀条の⼆第⼀項及び第⼆項の規定に基づき、⼯場等において⽤い
た資材その他の物に含まれる放射性物質の放射能濃度が放射線による障害の防⽌の
ための措置を必要としないものであることの確認等に関する規則を次のように定め
る。

（定義）
第⼀条 この規則において使⽤する⽤語は、核原料物質、核燃料物質及び原⼦炉の
規制に関する法律（以下「法」という。）において使⽤する⽤語の例による。
２ この規則において、次の各号に掲げる⽤語の意義は、それぞれ当該各号に定め
るところによる。
⼀ 放射能濃度確認対象物 法第六⼗⼀条の⼆第⼀項の規定に基づく確認を受け
ようとする物をいう。
⼆ 評価単位 放射能濃度確認対象物に含まれる放射性物質（放射能濃度の評価
に⽤いるものに限る。）の平均放射能濃度の決定（以下「放射能濃度の決定」
という。）を⾏う範囲をいう。
三 品質マネジメントシステム 原⼦⼒施設の保安のための業務に係る品質管理
に必要な体制の基準に関する規則（令和⼆年原⼦⼒規制委員会規則第⼆号）第
⼆条第⼆項第四号に規定する品質マネジメントシステムをいう。

（放射能濃度の基準）
第⼆条 法第六⼗⼀条の⼆第⼀項の原⼦⼒規制委員会規則で定める基準は、評価単
位ごとに、次の各号に掲げる場合に応じ、それぞれ当該各号に定める放射能濃度
とする。
⼀ 評価単位に係る放射性物質の種類が⼀種類の場合 別表の第⼀欄に掲げる放
射性物質の種類に応じ、同表の第⼆欄に掲げる放射能濃度
⼆ 評価単位に係る放射性物質の種類が⼆種類以上の場合 別表の第⼀欄に掲げ
る放射性物質の種類ごとの放射能濃度のそれぞれ同表の第⼆欄に掲げる放射能
濃度に対する割合の和が⼀となるようなこれらの放射能濃度

（確認の申請）
第三条 法第六⼗⼀条の⼆第⼀項の確認を受けようとする者は、次に掲げる事項を
記載した申請書を原⼦⼒規制委員会に提出しなければならない。
⼀ ⽒名⼜は名称及び住所並びに法⼈にあっては、その代表者の⽒名
⼆ 放射能濃度確認対象物が⽣ずる⼯場等の名称及び所在地（船舶にあっては、
その船舶の名称）
三 放射能濃度確認対象物が⽣ずる施設の名称



四 放射能濃度確認対象物の種類及び総重量
五 放射能濃度確認対象物に含まれる放射性物質の放射能濃度の測定及び評価に
⽤いた⽅法
六 放射能濃度確認対象物に含まれる放射性物質の放射能濃度の測定及び評価の
結果
七 確認を受けようとする期⽇
⼋ 放射能濃度確認対象物の保管場所及び保管⽅法
２ 前項の申請書には、次に掲げる事項について説明した書類を添付しなければな
らない。
⼀ 放射能濃度確認対象物が⽣ずる施設に関すること。
⼆ 法第六⼗⼀条の⼆第⼆項の認可を受けた放射能濃度の測定及び評価の⽅法に
基づき測定及び評価が⾏われたことを⽰す記録に関すること。
三 測定条件、測定結果その他の放射能濃度確認対象物に含まれる放射性物質の
放射能濃度の測定及び評価の結果に関すること。
四 放射能濃度確認対象物の保管場所及び保管⽅法に関すること。
３ 第⼀項の申請書及び前項の書類の提出部数は、正本及び写し各⼀通とする。

（放射能濃度確認証）
第四条 原⼦⼒規制委員会は、前条第⼀項の規定による申請に係る放射能濃度に関
し、原⼦⼒規制検査（特定原⼦⼒施設にあっては、法第六⼗四条の三第七項の検
査）により次に掲げる事項について確認をしたときは、放射能濃度確認証を交付
する。
⼀ 法第六⼗⼀条の⼆第⼆項の認可を受けた⽅法に従って放射能濃度の測定及び
評価が⾏われていること。
⼆ 放射能濃度確認対象物が第⼆条に規定する基準に適合していること。

（放射能濃度の測定及び評価の⽅法の認可の申請）
第五条 法第六⼗⼀条の⼆第⼆項の規定により、放射能濃度の測定及び評価の⽅法
の認可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を原⼦⼒規制委
員会に提出しなければならない。
⼀ ⽒名⼜は名称及び住所並びに法⼈にあっては、その代表者の⽒名
⼆ 放射能濃度確認対象物が⽣ずる⼯場等の名称及び所在地（船舶にあっては、
その船舶の名称）
三 放射能濃度確認対象物が⽣ずる施設の名称
四 放射能濃度確認対象物の種類、発⽣及び汚染の状況並びに推定される総重量
五 評価に⽤いる放射性物質の種類
六 評価単位
七 放射能濃度の決定を⾏う⽅法
⼋ 放射線測定装置の種類及び測定条件
九 放射能濃度確認対象物の保管場所及び保管⽅法
⼗ 放射能濃度の測定及び評価に係る品質マネジメントシステム
２ 前項の申請書には、次に掲げる事項について説明した書類を添付しなければな
らない。
⼀ 放射能濃度確認対象物が⽣ずる施設に関すること。



⼆ 放射能濃度確認対象物の種類、発⽣状況、汚染の状況及び推定される総重量
に関すること。
三 評価に⽤いる放射性物質の選択に関すること。
四 評価単位に関すること。
五 放射能濃度の決定を⾏う⽅法に関すること。
六 放射線測定装置の選択及び測定条件の設定に関すること。
七 放射能濃度確認対象物の保管場所及び保管⽅法に関すること。
⼋ 放射能濃度の測定及び評価に係る品質マネジメントシステムに関すること。
九 前各号に掲げる事項のほか、原⼦⼒規制委員会が必要と認める事項
３ 第⼀項の申請書及び前項の書類の提出部数は、正本及び写し各⼀通とする。

（測定及び評価の⽅法の認可の基準）
第六条 法第六⼗⼀条の⼆第⼆項の規定に基づく放射能濃度の測定及び評価の⽅法
の認可の基準は、次に掲げるとおりとする。
⼀ 評価に⽤いる放射性物質は、放射能濃度確認対象物中に含まれる放射性物質
のうち放射線量を評価する上で重要なものであること。
⼆ 評価単位ごとの重量は、放射能濃度の分布の均⼀性及び想定される放射能濃
度を考慮した適切なものであること。
三 放射能濃度の決定は、放射線測定装置を⽤いて、放射能濃度確認対象物の汚
染の状況を考慮し適切に⾏うこと。ただし、放射線測定装置を⽤いて測定する
ことが困難である場合には、適切に設定された放射性物質の組成⽐⼜は計算そ
の他の⽅法を⽤いて放射能濃度の決定を⾏うことができる。
四 放射線測定装置の選択及び測定条件の設定は、次によるものであること。
イ 放射線測定装置は、放射能濃度確認対象物の形状、材質、汚染の状況等に
応じた適切なものであること。

ロ 放射能濃度の測定条件は、第⼆条に規定する基準を超えないかどうかを適
切に判断できるものであること。

五 放射能濃度確認対象物について、異物の混⼊及び放射性物質による汚染を防
⽌するための適切な措置が講じられていること。

（電磁的記録媒体による⼿続）
第七条 次に掲げる申請書の提出については、当該申請書の提出に代えて、当該申
請書に記載すべきこととされている事項を記録した電磁的記録媒体（電磁的記録
（電⼦的⽅法、磁気的⽅法その他の⼈の知覚によって認識することができない⽅
法で作られる記録であって、電⼦計算機による情報処理の⽤に供されるものをい
う。）に係る記録媒体をいう。以下同じ。）及び別記様式の電磁的記録媒体提出
票を提出することにより⾏うことができる。
⼀ 第三条第⼀項の申請書
⼆ 第五条第⼀項の申請書

附 則 抄

（施⾏期⽇）
第⼀条 この規則は、公布の⽇から施⾏する。



（製錬事業者等における⼯場等において⽤いた資材その他の物に含まれる放射性
物質の放射能濃度についての確認等に関する規則等の廃⽌に伴う経過措置）
第三条 この規則の施⾏の際現に法第六⼗⼀条の⼆第⼆項の認可を受けている放射
能濃度の測定及び評価の⽅法に係る放射能濃度確認対象物についての法第六⼗⼀
条の⼆第⼀項の確認の申請については、第三条の規定にかかわらず、なお従前の
例による。
２ 前項の規定によりなお従前の例によることとされた確認の申請に係る放射能濃
度確認対象物の確認の基準については、第⼆条の規定にかかわらず、なお従前の
例による。

（試験研究の⽤に供する原⼦炉等の設置、運転等に関する規則等の⼀部改正に伴
う経過措置）
第五条 附則第三条第⼀項の放射能濃度確認対象物についての記録については、前
条第⼀号の規定による改正後の試験研究の⽤に供する原⼦炉等の設置、運転等に
関する規則第六条の表第⼗三号⼜は前条第⼆号の規定による改正後の核燃料物質
の使⽤等に関する規則第⼆条の⼗⼀の表第九号の規定にかかわらず、なお従前の
例による。

附 則 （令和三年⼀〇⽉⼆⼀⽇原⼦⼒規制委員会規則第三号）

（施⾏期⽇）
１ この規則は、公布の⽇から施⾏する。

（経過措置）
２ この規則による改正後の核燃料物質⼜は核燃料物質によつて汚染された物の第
⼆種廃棄物埋設の事業に関する規則別記様式第⼆及び別記様式第三の規定は、廃
棄物埋設事業者（この規則の施⾏後に核原料物質、核燃料物質及び原⼦炉の規制
に関する法律（以下「法」という。）第五⼗⼀条の⼆第⼀項の規定による許可⼜
は法第五⼗⼀条の五第⼀項の規定による変更の許可を受けた者に限る。）が法第
五⼗⼀条の六第⼆項の規定による確認を受けようとする場合について適⽤する。

３ この規則の施⾏の際現に法第五⼗⼀条の⼆第⼀項の規定による許可⼜は法第五
⼗⼀条の五第⼀項の規定による変更の許可を受けている廃棄物埋設地（当該許可
⼜は変更の許可を受けたところにより区画される部分に限る。）に埋設する放射
性廃棄物については、この規則による改正後の第⼆種廃棄物埋設施設の位置、構
造及び設備の基準に関する規則第⼗三条第⼀項第三号の規定は、適⽤しない。

別表（第２条関係）

第⼀欄 第⼆欄

放射性物質の種類 放射能濃度（Ｂｑ／ｋｇ）

３Ｈ １×１０５

７Ｂｅ １×１０４



１４Ｃ １×１０３

１８Ｆ １×１０４

２２Ｎａ １×１０２

２４Ｎａ １×１０３

３１Ｓｉ １×１０６

３２Ｐ １×１０６

３３Ｐ １×１０６

３５Ｓ １×１０５

３６Ｃｌ １×１０３

３８Ｃｌ １×１０４

４２Ｋ １×１０５

４３Ｋ １×１０４

４１Ｃａ １×１０５

４５Ｃａ １×１０５

４７Ｃａ １×１０４

４６Ｓｃ １×１０２

４７Ｓｃ １×１０５

４８Ｓｃ １×１０３

４４Ｔｉ １×１０２

４８Ｖ １×１０３

４９Ｖ １×１０７

５１Ｃｒ １×１０５

５１Ｍｎ １×１０４


